
 議案第２６号 

   幼稚園教育職員の給与の減額を免除することのできる場合の基準に 

  関する規則の一部を改正する規則 

 上記の議案を提出する。 

令和３年３月２６日 

提出者 板橋区教育委員会教育長 中川 修一                  

 

幼稚園教育職員の給与の減額を免除することのできる場合の基準に 

関する規則の一部を改正する規則 

 幼稚園教育職員の給与の減額を免除することのできる場合の基準に関

する規則（平成１２年板橋区教育委員会規則第８号）の一部を次のよう

に改正する。 

 別表中「防止するための」の次に「報告若しくは」を、「停留」の次

に「若しくは感染を防止するための報告若しくは協力」を加える。 

付 則 

この規則は、公布の日から施行し、令和３年２月１３日から適用する。 

 

（提案理由） 

 「感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律」及び「検 

疫法」の改正に伴い「任命権者が職員の給与の減額を免除することがで 

きる場合の基準」が改正されたことを踏まえ、「幼稚園教育職員の給与 

の減額を免除することのできる場合の基準」について同様の規定整備を 

行う。 



幼稚園教育職員の給与の減額を免除することのできる場合の基準に関する規則 新旧対照表 

 

改 正 案 現   行 

○幼稚園教育職員の給与の減額を免除することのできる場合の基準に

関する規則 

平成 12 年３月 27 日東京都板橋区教育委員会規則第８号 

別表（第２条関係） 

原因 承認を与える日又は時間 

１ 感染症の予防及び感染症の患者

に対する医療に関する法律(平成１

０年法律第１１４号)及びこれに基

づく政令等による就業制限、交通の

制限若しくは遮断若しくは感染を

防止するための報告若しくは協力

又は検疫法（昭和２６年法律第２０

１号）による停留若しくは感染を防

止するための報告若しくは協力 

その都度必要と認める日

又は時間 

２～１４ （略） （略） 

備考（略） 

 

附 則 

この規則は、公布の日から施行し、令和３年２月１３日から適用する。 

○幼稚園教育職員の給与の減額を免除することのできる場合の基準に

関する規則 

平成 12 年３月 27 日東京都板橋区教育委員会規則第８号 

別表（第２条関係） 

原因 承認を与える日又は時間 

１ 感染症の予防及び感染症の患者

に対する医療に関する法律(平成１

０年法律第１１４号)及びこれに基

づく政令等による就業制限、交通の

制限若しくは遮断若しくは感染を

防止するための協力又は検疫法（昭

和２６年法律第２０１号）による停

留 

 

その都度必要と認める日

又は時間 

２～１４ （略） （略） 

備考（略） 


